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日次終値 
200日移動平均 

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

日経平均株価 19,686 0.5% 2.1% 3.0%
東証株価指数（TOPIX） 1,569 0.6 2.1 3.3
東証REIT指数 1,755 -0.1 0.6 -5.4
米ダウ平均株価 21,080 1.3 0.5 6.7
米S&P500指数 2,415 1.4 1.2 7.9
米MSCI REIT指数 1,143 0.5 -1.7 -0.4
MSCI ワールド（先進国） 1,912 0.9 1.6 9.2
MSCI AC欧州 455 -0.2 3.3 13.9
MSCI エマージング 1,017 2.1 3.5 17.9
MSCI ACアジア（日本を除く） 621 1.9 4.2 20.7
外国為替市場（対円）

通貨 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米ドル 111.33 0.1% 0.2% -4.8%
ユーロ 124.50 -0.2 2.8 1.2
豪ドル 82.91 -0.1 -0.1 -1.6
ニュージーランド・ドル 78.60 2.0 2.7 -2.9
ブラジル・レアル 34.15 -0.1 -2.4 -5.0
メキシコ・ペソ 6.01 1.2 3.9 6.6
トルコ・リラ 31.16 0.0 0.4 -6.9
南アフリカ・ランド 8.67 3.1 3.7 1.6
中国人民元 16.23 0.3 0.2 -3.5
インドネシア・ルピア (x100) 0.84 0.2 0.1 -3.6
国債市場（利回り、%）

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米国10年 2.25 0.01 -0.06 -0.20
ドイツ10年 0.33 -0.04 -0.02 0.12
日本10年 0.04 0.00 0.03 0.00
ブラジル2年 9.52 -0.67 -0.01 -1.51
メキシコ2年 7.18 0.15 0.26 0.39
トルコ2年 11.10 -0.35 -0.23 0.47
インドネシア2年 6.54 -0.13 -0.07 -0.92
その他

商品 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

金先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 1,271 1.4% 0.6% 10.4%
原油先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 49 -1.1% 0.4% -7.3%
VIXボラティリティ指数 9.0 -18.5% -9.6% -30.1%
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日次終値 
200日移動平均 

日経平均株価の推移 
（円、2016年6月1日~2017年5月26日） 

ドル・円相場の推移 
（1ドル=円、2016年6月1日~2017年5月26日） 

米国2年国債・10年国債利回りの推移 
（2016年6月1日~2017年5月26日） 

Q. 先週の主なイベントは？ 
• 5月23日        ユーロ圏:5月Markit製造業PMI速報値、実績57.0 
                    （同）    サービス業PMI速報値、実績56.2 
• 5月23日        米国:5月Markit製造業PMI速報値、実績52.5 
                                 （同）     サービス業PMI速報値、実績54.0  
Q. 先週の米国株式市場の動きは？ 
米S&P 500指数は、26日まで7営業日続伸となり、最高値を更新した。24日
に公表された米連邦公開市場委員会（FOMC）の議事要旨で、米国経済の
堅調な見通しが示されたことなどが、株価の上昇要因となった。 
Q. 今週の主なイベントは？ 
• 5月30日    米国：4月PCEコアデフレーター、市場予想前年比+1.5% 
• 5月31日    ユーロ圏：5月消費者物価指数、市場予想前年比+1.5% 
• 5月31日-6月1日 ブラジル:金融政策会合、市場予想は1.00%の利下げ 
• 6月1日          中国：5月Caixin製造業PMI、市場予想50.1、前月50.3 
• 6月1日      米国：5月ISM製造業指数、市場予想54.6、前月54.8 
• 6月2日      米国：5月雇用統計、非農業部門雇用者数の前月差、 
                                  市場予想+18.5万人、前月+21.1万人 
Q. 欧州経済や欧州株式の見通しと注意点は？ 
【欧州経済の動向】 ユーロ圏の1-3月期の実質GDP成長率は、前年比で
+1.7%と堅調に推移している。国別に見ると、ギリシャ以外の全ての国がプ
ラス成長となっており、ドイツのみならず、スペインなどの南欧諸国でも景気
が拡大している。また、先週発表されたユーロ圏の5月の総合PMI速報値
（56.8）が、2011年4月以来の高水準となっていることなどから、ユーロ圏経
済の見通しは、引き続き良好であると見ている。 
【欧州株式の見通し】 以下の3つの材料から、欧州株式（ユーロ圏）は、堅調
に推移すると考える。 
• ①実体経済とともに、欧州企業の利益も拡大すると見ている。欧州企業の

2017年の利益成長率は、米国や日本、新興国を上回る可能性がある。 
• ②バリュエーションは、米国株式と比べた場合、割安な水準にある。 
• ③欧州株式の配当利回りは3%台後半と魅力的な水準にあり、他の地域

や国の株式の配当利回りや、欧州ハイ・イールド債券の利回りよりも高い。 
【目先の注目イベント】 以下2つのイベントに注目したい。 
• ①今週31日のユーロ圏の消費者物価指数：4月の同指数は、前年同月比

で1.9％上昇したほか、物価の基調を判断するうえで重視される「エネル
ギーと食品、酒・たばこを除く指数」も1.2％上昇した。これらの高い伸びは
一時的との見方もあることから、5月の動向が注目されている。 

• ②来月8日の欧州中央銀行（ECB）理事会：堅調な欧州経済と、物価の下
振れリスクの後退を踏まえ、金融市場では、6月のECB理事会でフォワー
ドガイダンスが微修正される可能性が指摘されている。 

【欧州株式に投資する際の注意点】 以下3つの動向を注視すべきと考える。  
• ①今年7月の国債償還までに、ギリシャへの支援融資が再開されるか。 
• ②「反ユーロ」を掲げる政党が支持を伸ばしている、イタリアの政治動向。 
• ③ECBによる金融緩和の縮小懸念から、欧州の金利やユーロが急上昇し、

実体経済や金融市場に悪影響を与えないか。 

Japan | May 29, 2017 
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